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Abstract : The Asia - Pacific Economic Cooperation forum, APEC, established in 1989, now 
consists of 21 countries from the Pacific Rim region. It has been working for the liberalization 
of trade and investment, and aims to achieve the liberalization by 2010 for advanced countries 
and by 2020 for developing countries. Meanwhile, ARF, ASEAN Regional Forum, which began 
in 1994, consists of 26 countries at present. The countries include the main members of APEC 
as well as North Korea. ARF deals with security and political issues in the Asian region. 
Other regional conferences and organizations have existed and proposals for the establishment 
of an East Asian Community and similar organizations have been made in the Pacific Rim 
 region  . I would like to propose the formation of a Pacific Rim Community by uniting 
APEC with ARF to achieve economic and political unity as well as contributing to peace and 
stability in the region. 
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は じ め に
IPU・環太平洋大学 は,2007年4月1日 開学 したが,
これ は,1987年環太平 洋諸 国の大学や教育 機関な どの
関 係 者 が ハ ワ イ の ホ ノ ル ル の 会 議 で 打 ち 出 し た
「lnternationalPacificUniversity構想」が基礎 にあ
り,1990年ニ ュ ー ジー ラ ン ドに設 立 され たIPC=
InternationalPacificCollegeに次 ぐもの で あ る。
「IPU構想」 とい うのは,「環太平洋圏 を中核 とした国
際教育ネ ッ トワーク化構想」の ことで,IPU・環太平洋
大学の開学 によって,「IPU構想」 は,第2ス テ ージに
入 った こ とにな る。
この論 文では,環 太 平洋大学 の開学 にちなんで,環
太平洋構 想を具体化 し,経 済 ・貿易な どの問題 を討議
す る場 として1989年発足 したAPEC(=Asia-Pacific
EconomicCooperationアジア太平洋経済協力会議)
を取 り上 げ る。 まず環 太平洋構想 が多様 な国家が存在
する地域 にどの ようにして生 まれたのか,そ れがAPEC









府が発表 している文書などの第1次 資料や新聞,雑 誌




ア太平 洋経済協 力会議)と い うのは,環 太平洋地 域 に
お ける多 国間の経済協 力を話 し合 う初の政府 間協 議体
で,1989年11月オース トラ リアのキャ ンベ ラで第1回
会議 が開催 され た。現 在参加 国 は,日 本,ア メ リカ,
カナ ダ,オ ー ス トラ リア,ニ ュー ジー ラン ド,韓 国,
タイ,イ ン ドネ シア,フ ィ リピン,マ レー シア,シ ン
ガポ ール,ブ ル ネイ,中 国,台 湾,香 港,メ キ シ コ,
パプ アニューギニ ア,チ リ,ロ シア,ペ ル ー,ベ トナ
ムの21の国 と地域 であ る。 これ らの国 と地域 は,世 界
の人口の約40%,GDP(=GrossDomesticProduct
国内総生産)の 約60%,貿 易額の約45%を占めてい る。
また,日 本の貿易の うち,輸 出 ・輸入 とも約70%をAPEC
地域が 占めてい る。
APECは,首 脳会議,外 相,貿 易相 による閣僚会議を
年1回 開いてい るほか,高 級事 務 レベル会 合 を年4回
開いて いる。事務局 は シンガ ポール にあ り,事 務局 長
は任期1年 で開催 国か ら選 出 され る。
APECは,も とも と貿易や投 資の自由化 ・円滑化 と経
済 ・技術協 力の問題 を討議す る場 であ ったが,そ の後
は,そ の時 の 国際情勢 を反 映 して,通 貨 ・金融 問題,
安全保 障 ・政 治問題 な ども取 り上 げられ るな ど議題 は
















フ共産党書記長が登場 し,ペ レス トロイカ(改 革)を






















規制な どの貿易障壁を多国間の交渉 によって除去 し,
自由貿易を維持 ・拡大する目的で1948年に発足 し,多
角的貿易交渉 としてケネディラウン ド,東京ラウン ド
などを行い,1986年ウルグアイラウン ドに入ったが,
貿易がモノ中心からサービス,知 的所有権などにも拡
大 し,さ らに貿易紛争が激化 し,GATTのルールでは
紛争解決が難 しく,国 際貿易組織 としては行き詰 って
しまったこと,EC(欧州共同体 現在のEU(欧州連合)
の前身),米加 自由貿易協定(の ちにメキシコが加わ り,

















もともと環太平洋構想は,日 本,オ ース トラリア,ア
メリカなどの政府 当局者,政 治家,財 界人,学 者など









1回会議が東京で,同 年5月 財界人の集ま りである太
平洋経済協力委員会(PBEC=PacificBasinEconomic
Council)の第1回 総会がオース トラ リアのシ ドニーで
開かれたことである。79年3.月には大平正芳首相が 「環
太平洋連帯構想」を提唱,翌80年1月には大平首相 と
大来外相がオース トラ リアを訪れ,フ レーザー首相 と
会談し,太 平洋協力の推進で合意 した。同年5月 この
合意を基に,財 界,官 界,学 界の三者が個人の資格で
参加 す る 「太 平 洋 協 力委 員 会 」(PCC=Pacific
CooperationCommittee)が発足,82年6.月第2回 バ


















(シンガポール,マ レーシア,タ イ,イ ン ドネシア,
フィリピン,ブルネイ),オース トラリア,ニ ュージー













































第1回APEC(ア ジア太平 洋経済協力)閣 僚会 議2)
は,1989年11月オ ース トラ リアの首 都キ ャ ンベ ラで,
オース トラ リア政府 の主催 で,日 本,オ ース トラリア,
ニ ュージーラン ド,ア メ リカ,カ ナ ダ,韓 国,ASEAN
6力 国(シ ンガポール,マ レー シア,タ イ,イ ン ドネ

























が出たが,結 局太平洋協力の基本原則 として,社 会経
済体制や経済発展のレベルの違いな どの 「多様性」に







資,技 術移転,人 材育成の三点を重点項 目とすること
を決めた。特に貿易,直 接投資,人 材育成,技 術,開
発などに関する情報交換な どを早急に検討 してい くこ
とになった。
さらに,会 議では,地 域経済研究,貿 易の自由化,







アジア太平洋地域の特徴は,一 言でい うと,そ の多
様性 にある。 この地域の国々は,政 治,経 済,社 会,
文化,宗 教などの面で様々な違いが存在している。特














は12力国だ ったが,91年 の第3回 ソ ウル会 議 で 中国,
台湾,香 港 のいわゆ る 「3つの 中国(threeChina)」
の同時参加 が実現 した。すでにPECCで三者が同一 の立
場 で参加 してお り,APECで も この方 式 が と られ た。
(APECでは,「国」,「加盟」 とい う言葉は使わず,「メ
ンバ ー(MemberEconomies)」,「参加」 とい ってい
る。)93年のシア トル会 議で メキ シコ,パ プアニ ューギ
ニアが,94年の第6回 ジャカル タ会議 でチ リが,そ れ
ぞれ参 加 を認 め られた。 それ以降新規 参加 につ いて は
97年まで棚上 げ されて いたが,98年の第10回クア ラル
ンプ ル会議でベ トナ ム,ペ ルー,ロ シアの参加 が認 め
られ,現 在の21の国 と地域 になった。ASEANの 後発 国










海洋,中 小企業,電 気通信 ・情報産業,運 輸,エ ネル
ギー,人 材養成,科 学技術協力,女 性問題,教 育,環
境の分野の閣僚会議も随時開かれている。
高級事務レベル会合(SOM=SeniorOfficialsMeetin窪)







養成,エ ネルギー,海 洋資源保全,電 気通信,運 輸,





中央事務局は,シ ンガポール に置かれ,そ の年の議







ドルを分担金として通常拠出してお り,ア メリカ と並
ぶ最大の拠出国となっている。 日本は,こ のほかに,
年間180万米 ドルを任意拠出している。いずれ も,外務





















た。 これには,貿 易 と投資の自由化を進める上での例
外分野を一時的にでも認めるという 「柔軟性原則」,各
国が従 うべき共通目的を策定する必要性は考慮 しなが















な目的は,ア ジアの開発途上国が強 く望んでいる経済 ・
技術協力である。
APECの経済 ・技術協力は,貿易投資データ,貿易促
進,産 業科学技術,人 材育成,エ ネルギー,海 洋資源




ドルである。支出は,産 業科学技術,中 小企業,海 洋
資源保存,人 材育成な どが多い。
しかし,APECは,予算規模が小さく,大規模プロジェ
ク トの実施は難 しい。 こうしたプロジェク トは,世 界
銀行,ア ジア開発銀行,先進国のODA(政府開発援助)
や民間企業などと連携をとりながら経済 ・技術協力を
実施 してい く以外 に方法はないであろ う。
V.APECをめ ぐるアメ リカとアジア諸国の動 向
アメリカは,時 としてAPECの場を通じて,自 らの通
商 ・外交政策を推進しようとする動きを見せるが,国
益が強 く出ることが多 く,ア ジア諸国に警戒の念を抱
かせることがある。
クリン トン大統領は,1993年1月就任し,7月 東京
















相は,出 席せず,ア メリカが政治問題を取 り上げるこ
とに対して警戒の念を持っていた中国は,こ の首脳会
議が経済分野に限定 した 「非公式会議」であることを
















性急だ」 と主張し,最 終的には首脳宣言で 「長期的展





に強 く反発 し,ア ジア中心の考え方を強調 した。81年
就任早々 「ルック ・イース ト政策」(LookEastpolicy)







アメ リカ,オ ース トラリアなどを排除した。 これにつ

















結について,ア メリカ,オ ース トラリアな どを除外し
たASEAN+3(ASEAN10力国と日本,韓 国,中 国の













バングラデシュ,カ ンボジア,ラ オス,ミ ャンマー,
東ティモール,北 朝鮮,モ ンゴル とEU(European




太平洋地域の安全保障 ・政治問題を話 し合 う唯一の多
国問の枠組みである。
ARFは,①信頼醸成②予防外交③紛争処理へのアプ
















促進に向けた取 り組みを歓迎 し,以下の3つ の行動を
とることによって,この目的に向けた努力を加速 させる
ことに同意 したと述べている。その行動 として① 自由
貿易協定や地域貿易取 り決めを含む貿易や投資に対す
る障壁をより一層削減する②資本市場を含む経済効率
や地域のビジネス環境を改善する③運輸 ・通信 ・鉱業 ・
エネルギー部門における統合を促進することをあげて
いる。
首脳 宣 言 は,ま た,WTO(=WorldTrade

























ル以上増やす」 との目標 も示 した。APEC首脳会議は,
このようにエネルギー効率や森林拡大の数値 目標を設













































































2005年12月第1回 東アジアサ ミッ ト5)(EAS=East
AsiaSummit)がクアラルンプルで開かれ,ASEAN+
3のほかオース トラリア,ニ ュージーラン ド,イン ド
の16力国の首脳が参加 した。このサミット開催をめぐっ







































諸国の存在がある。東アジアサ ミットでは,サ ミッ ト
の参加国は,ASEANが設定した参加基準に基づくこと





















日本 としては,今 後環太平洋の地域で,ど うい う組
織 に属 して外交 ・通商政策を展開していくべきであろ
うか。既存のAPEC(貿易相会議、外相会議、首脳会議)、
日本ASEAN首脳会議、ASEAN+3(外相会議、首脳










う場 としての機能 を十分活用 してい くべきであろ う。













築 されれば,こ れまで 日本が展開 してきた日米協調,
アジア外交重視 の路線に沿ったものになると思 うし,
環太平洋の平和 と安定につながると思 う。
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